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特集報文：土砂災害対策における新たな展開 

  土石流発生・流下・氾濫過程を一体的に推定可能な 
数値シミュレーションモデルの開発とプログラムの公表 

今森直紀・清水武志・山崎祐介・石田孝司
 

1．はじめに1 

 火山噴火により火砕物が堆積した場合、降雨に

伴う土石流が発生しやすくなることがある例えば1)。

このような土石流による被害を軽減するため、被

害域の想定として土石流発生に伴う土砂と水の氾

濫範囲（以下「氾濫範囲」という。）を推定し、

住民等の避難に役立てることが必要である。 

このため、国土交通省では、土砂災害警戒区域

等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成22年11月25日法律第52号〔第一次改正〕、

以下「法律」という。）に基づき、緊急調査の実

施とその結果を市町村長等に通知することとなっ

ている。緊急調査では氾濫範囲を数値シミュレー

ションにより推定する2)。これには土木研究所等

が開発したQUAD（Quick Analysis System for 

Debris Flow）3)が用いられるが、開発から10年

以上が経過し、後述するように運用面での課題も

顕在化している。 

そこで、土木研究所では数値シミュレーション

による氾濫範囲の推定精度の向上を図ることを目

的とし、QUADとは別に土石流の流出・氾濫モ

デルを新たに開発した。本報告では新たに開発し

た数値シミュレーションモデルについて概説する

とともに、その活用に向けた取組みも紹介する。 

 

2．QUADの概要と課題  

緊急調査は迅速性が求められるため、QUAD

は一定程度の精度を確保した上で、速やかに氾濫

範囲が推定できることを優先している4)。例えば、

土石流流量を推定し、これを用いて氾濫範囲を推

定する過程では、噴火直後は現地情報が限られる

ことや迅速性を重視するため、作業を極力単純化

している 5)。また、計算に用いる地形データの

メッシュサイズも約50mないし約20mである。そ

──────────────────────── 
Development of a Numerical Simulation Model and 
Publication of its Programs for Integrated Estimation of 
Debris Flow Occurrence Area, Runoff, and Deposition Area 

の結果、過去の緊急調査では1週間程度で緊急調

査の結果が通知できている例えば6)。 

一方、火山噴火後の初動期に提供する情報とし

ては、このように一定程度の精度で氾濫範囲が推

定できれば取り急ぎの避難行動をとる上では十分

かもしれないが、火山活動が継続する場合は火砕

物の堆積範囲等の状況変化に応じて氾濫範囲の推

定精度の向上を図ることが望ましい。加えて、噴

火後の調査で入手できた情報を元に、QUADに

よる数値シミュレーションとは別の数値シミュ

レーションモデルでも評価し、氾濫範囲の推定精

度を向上させることで避難の範囲を更新していく

ことも必要と考えられる。また、QUADによる

計算結果は氾濫範囲のみを表示する仕様であり、

氾濫時の深さや流速などの情報はない。 

この他、近年は数値シミュレーションの入力条

件として使用することのできる地形や解析雨量の

データは分解能が大きくなりつつある。また、火

山噴火時に関係機関が取得した火砕物の堆積厚等

の情報を共有するシステムも構築されつつあり7)、

これらのデータの活用も望まれる。 

                           

3．新たに開発した数値シミュレーションモ

デルの概要と特徴 

3.1 数値シミュレーションモデルの構成と概要 
 土木研究所が新たに開発した数値シミュレー

ションモデルは、図 -１に示す降雨流出モデル、

土石流流出モデル、土石流氾濫モデルの各サブモ

デルと地形モデルから構成されている。これらを

実装した解析プログラム、入出力データ処理およ

び 可 視 化 プ ロ グ ラ ム 群 は DFSS(Debris Flow 

Simulator for Sabo)という8)。 

各サブモデルで扱う現象は以下の通りである。

降雨流出モデルでは、降雨により流域斜面に飽和

側方浸透流および表面流が発生し、河道に流出す
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る過程を扱う。土石流流出モデルでは、河道の流

量が増加し、河床堆積物が不安定化して土石流が

発生・流下する過程を扱う。そして、土石流氾濫

モデルでは土石流が氾濫する過程を扱う。DFSS

は、これらの現象の数値シミュレーションを一体

的に実施することができる。以下、各サブモデル

の概要と特徴について説明する。 

3.2 地形モデル 
 地形モデルは、図-2のとおり流域地形モデルと

氾濫原地形モデルから構成され、いずれも国土地

理院の数値標高モデルのデータにより構築される。

流域地形モデルは、降雨流出モデルの計算領域で

ある斜面系と土石流流出モデルの計算領域である

河道系で構成される。氾濫原地形モデルは、等分

割されたグリッドセル（格子状のマス目）で表現

される。 

3.3 降雨流出モデル 
 降雨流出モデルの斜面は平面2 次元で表現さ

れ、斜面の土層は表層とその下層で構成されてい

る。それぞれの層で浸透能を設定することが可能

である（図 -3）。例えば表層は火砕物の堆積層、

その下の層は元の斜面のように火砕物が堆積した

斜面を表現することもできる。また、蒸発散量を

入力することで、土層の乾燥過程も考慮できる。 

3.4 土石流流出モデル 
 土石流流出モデルは、1次元で表現された河道

において、降雨流出モデルの計算結果を入力して、

土石流の発生および侵食・堆積を伴う流下過程を

計算する。土石流の発生は、河床堆積物に無限長

斜面の安定解析により評価し、不安定となった場

合に堆積物の全層が流動化することで表現してい

る。なお、本モデルでは山腹崩壊に起因する土石

流の発生は考慮していない。 

土石流流出モデルにおける河道系と氾濫原地形

モデルの接続については、図-4に示すとおり、土

石流が河道を流下していく過程で土石流の表面標

高が流路側岸の地盤標高を上回った地点（以下

「氾濫開始点」という。）で氾濫が開始し、氾濫開

始点における土石流流量が計算過程で定められて

いく。このため、QUADにおいて入力条件とし

て与えていた氾濫開始点の位置とハイドログラフ

の設定は不要である。なお、河道系の任意地点に

おける土石流流量も抽出でき、氾濫範囲を別のモ

デルを用いて推定することも可能である。 

 
図-1 本モデルにおけるサブモデルの構成8) 

図-2 地形モデルの模式図8) 

 
図-3 斜面と水面の模式図（山﨑ら8)に凡例を加筆） 

  
図-4 土石流の溢流8) 

 

3.5 土石流氾濫モデル 
 土石流氾濫モデルは平面2次元で表現され、河

道からあふれ出た土石流の氾濫過程を時系列で計

算する。DFSSでは計算結果は流動深等を時系列

的に確認できるほか、最大流動深も出力すること

ができる。 

3.6 本モデルによる氾濫範囲の再現性の確認 
 1990年九州北部豪雨時における阿蘇古恵川の

土石流で氾濫範囲の再現性を確認した。1990年7
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月の豪雨により、阿蘇市一の宮町では古恵川から

土石流が氾濫し、土砂災害が発生した。図-5はこ

の災害における調査結果との比較により、氾濫範

囲の再現性を検討したものである。計算による最

大流動深（res_hmax）は領域の北側に氾濫水が

滞留しているが、これは、地形モデルに水路や道

路盛土などを表現することで改善されるものと推

定される。 

3.7 本モデルの今後の課題 
本解析モデルにおいては、土石流の氾濫範囲推

定に重要な過程を既往研究に基づき、できる限り

モデル化しているが、QUADと同様に山腹崩壊

による土砂の生産・移動過程、河床における微細

土砂の含有率の保存則、土石流対策施設の効果評

価等は考慮していない。土石流対策施設の効果を

評価するためには、対策施設を地形により表現し

たり支配方程式に施設効果を考慮したりするなど

の改良が必要である。また、火山噴火後の土石流

を対象とする場合、火砕物の堆積厚や粒径等から

浸透能の変化を推定する手法も必要である。これ

らは今後の課題として挙げられる。 

4．本プログラムの活用に関する取組  

4.1 オープンソースプログラムとしての公表 
 DFSSはオープンソースプログラムとして公表

した。まず、ソースコードも含めプログラムおよ

びその解説を公表することで、実務的、研究的な

仕様により本モデルやプログラムの検証や妥当性

の確認が可能となる。また、ソースコードが公表

されている土石流の数値シミュレーションプログ

ラムはほとんどないため、土石流の数値シミュ

レーションについて学習する場合に教材の一つと

しての活用も期待できる。 

 DFSSのライセンスはクリエイティブ・コモン

ズ表示 -継承4.0 国際パブリック・ライセンスで

あり、著作権表示とライセンス継承が必要である

が、ソースコードは自由な改変が可能であり、ま

た、商用利用も含め利用制限はない。 

 

4.2 更なる実用化に向けた技術開発の状況 
 今回開発したモデルを実装したプログラムは

CUI(Character User Interface)で操作するため、

ある程度のプログラミングの知識が必要である。

本プログラムについて将来的に法律に基づく緊急

 
図-5 最大流動深と調査結果の比較8) 

 
図-6 土木研究所資料で公表したソースコードの例8) 
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調査における使用も視野に入れた場合、グラフィ

カルな環境での操作を可能とすることが望ましい。

そこで、DFSSを国土交通省が運用している火山

噴火リアルタイムハザードマップシステム9)へ機

能付加することを想定し、GUI(Graphical User 

Interface)での操作が可能なシステムの開発を進

めている。 

 また、これまでに本モデルを適用した地域以外

の土石流災害のデータも用いて更なるモデルの検

証を行い、改良に取り組んでいく。併せて、本モ

デルはQUADと比べて現象を精緻に表現可能で

あることから、DFSSはQUADよりも計算に時間

を要するため、更なる計算の高速化を図る等の改

良も加えていく予定である。 

 

5．まとめ 

 本報告では土木研究所が開発した新たな土石流

の流出・氾濫解析モデルと解析プログラムについ

て、下記概要のとおり紹介した。 

 本解析モデルでは降雨流出過程および土石流

発生・流下・氾濫過程を一体化した数値シ

ミュレーションが可能である。 

 降雨流出過程において、表層と下層にそれぞ

れ浸透能を設定することが可能である。 

 QUADで必要だった氾濫開始点の位置とハイ

ドログラフの設定が不要である。 

 本解析モデルによる数値シミュレーションプ

ログラムはオープンプログラムとし、ソース

コードを公表した。これにより著作権表示や

改変時のライセンス継承が必要であるが、

ソースコードの自由な改変が可能であり、利

用の制限もない。 

土木研究所では、今後も本モデルおよびプログ

ラムの発展的な改良にも取り組みながら土石流に

よる被害の防止軽減のための研究を進めていく。 
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